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可 決 し た 意 見 書

　

ご
み
行
政
に
つ
い
て
、
次
の
よ

う
な
視
点
か
ら
質
問
が
行
わ
れ
ま

し
た
。

【
リ
サ
イ
ク
ル
に
つ
い
て
】

質�

問
…
本
市
で
行
っ
て
い
る
植
木

剪
定
材
堆
肥
化
業
務
委
託
に
つ

い
て
、
契
約
形
態
が
随
意
契
約

と
な
っ
て
い
る
理
由
は
何
か
。

部�

長
…
年
間
一
万
ト
ン
を
超
え
て

排
出
さ
れ
る
植
木
剪
定
材
を
、

確
実
に
処
理
で
き
る
事
業
者
が

一
社
だ
け
だ
っ
た
と
い
う
こ
と

だ
。他
の
事
業
者
に
つ
い
て
も
、

神
奈
川
県
の
県
土
整
備
局
に
登

録
さ
れ
て
い
る
中
か
ら
十
五
社

に
聞
き
取
り
な
ど
の
調
査
を

行
っ
て
お
り
、
今
後
も
継
続
し

て
い
く
。

質�

問
…
他
市
に
比
べ
、
本
市
の
植

木
剪
定
材
の
処
理
量
は
多
い
と

の
指
摘
が
あ
る
。
産
業
廃
棄
物

は
市
で
は
処
分
で
き
な
い
が
、

排
出
量
中
、
約
十
一
％
を
占
め

る
建
設
・
土
木
業
の
搬
入
物
に

つ
い
て
調
査
は
行
っ
て
い
る
か
。

部�

長
…
建
設
廃
材
と
思
わ
れ
る
木

材
や
、
造
成
工
事
に
際
し
排
出

さ
れ
る
樹
木
に
つ
い
て
は
受
け

入
れ
て
い
な
い
。
事
業
者
は
搬

入
の
際
、
届
出
書
を
提
出
す
る

こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
内
容
が

疑
わ
し
い
場
合
、
排
出
元
に
対

し
追
跡
調
査
を
行
っ
て
い
る
。

質�

問
…
焼
却
灰
の
※
溶
融
固
化
処

理
に
よ
り
生
成
さ
れ
た
ス
ラ
グ

は
使
い
道
が
難
し
い
と
思
う
が

い
か
が
か
。

部�

長
…
現
在
、
名
越
・
今
泉
両
ク

リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
か
ら
発
生
す

る
焼
却
灰
は
県
外
の
三
事
業
者

に
溶
融
固
化
処
理
を
委
託
し
て

お
り
、
生
成
さ
れ
た
ス
ラ
グ
は

売
却
さ
れ
、
道
路
の
路
盤
材
等

に
利
用
さ
れ
て
い
る
。
毎
年
度

行
っ
て
い
る
委
託
先
等
の
現
地

確
認
及
び
事
業
者
か
ら
の
報
告

書
を
通
じ
、
需
要
と
供
給
の
安

定
性
が
あ
る
こ
と
を
確
認
し
て

い
る
。

質�

問
…
灰
溶
融
は
高
温
で
処
理
を

行
う
こ
と
か
ら
大
量
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
消
費
す
る
。
今
後
も
同

様
の
処
理
を
続
け
て
い
く
の
か
。

部�
長
…
本
市
に
は
焼
却
灰
の
埋
め

立
て
が
で
き
る
最
終
処
分
場
が

な
い
た
め
、
焼
却
を
続
け
る
限

り
、
何
ら
か
の
方
法
で
焼
却
灰

の
処
理
を
続
け
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
ま
ず
は
燃
や
す

ご
み
の
削
減
に
取
り
組
み
、
溶

融
固
化
に
替
わ
る
手
法
に
つ
い

て
も
検
討
し
て
い
き
た
い
。

【
山
崎
浄
化
セ
ン
タ
ー
バ
イ
オ
マ

ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
回
収
施
設
に
か
わ

る
代
替
案
に
つ
い
て
】

質�

問
…
代
替
案
の
中
で
、
家
庭
用

生
ご
み
処
理
機
の
普
及
に
よ

り
、
千
八
百
ト
ン
の
生
ご
み
削

減
を
見
込
ん
で
い
る
が
、
そ
の

根
拠
に
つ
い
て
聞
き
た
い
。

部�

長
…
今
回
、
無
作
為
抽
出
で
二

千
世
帯
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を
行

い
、
千
七
十
世
帯
か
ら
回
答
を

い
た
だ
い
た
。
そ
の
結
果
、
生

ご
み
処
理
機
や
本
市
の
補
助
金

制
度
に
つ
い
て
ご
存
知
で
な
い

方
も
多
く
い
る
こ
と
が
わ
か

り
、
そ
う
い
っ
た
潜
在
的
に
普

及
可
能
な
数
値
を
見
込
ん
で
い

る
。

質�

問
…
生
ご
み
処
理
機
の
普
及
に

つ
い
て
は
二
十
％
が
限
度
と
き

い
て
い
る
。
今
回
二
十
九
％
ま

で
使
用
し
て
も
ら
う
と
い
う
予

想
を
し
て
い
る
が
、
そ
の
整
合

性
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
。

部�

長
…
二
十
％
程
度
と
い
う
の

は
、
業
界
で
も
こ
れ
ま
で
言
わ

れ
て
き
た
数
字
だ
が
、
必
ず
し

も
根
拠
が
あ
る
も
の
で
は
な
い

と
考
え
る
。
今
回
の
ア
ン
ケ
ー

ト
は
処
理
機
を
使
用
し
て
い
な

い
方
も
含
め
た
初
め
て
の
も
の

で
あ
り
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え

た
普
及
目
標
で
あ
る
。

質�
問
…
ご
み
半
減
計
画
達
成
に
向

け
取
り
組
ん
で
い
た
平
成
十
三

　

就
学
支
援
に
つ
い
て
、
次
の
よ

う
な
質
問
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

【
高
校
生
の
就
学
支
援
】

質�

問
…
本
市
で
は
、
十
月
よ
り
就

学
援
助
金
支
給
要
綱
を
施
行

し
、
高
等
学
校
へ
の
就
学
が
困

難
な
生
徒
の
保
護
者
に
対
し
、

学
用
品
・
教
科
書
代
と
し
て
、

年
一
回
三
万
円
を
支
給
す
る
こ

と
と
し
た
。
今
回
は
わ
ず
か
一

カ
月
間
と
い
う
短
期
間
で
募
集

が
行
わ
れ
た
が
、
周
知
方
法
と

応
募
状
況
は
ど
う
だ
っ
た
か
。

部�

長
…
「
広
報
か
ま
く
ら
」、ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
、
各
支
所
で
の
周
知

は
も
と
よ
り
、
昨
年
度
受
給
者

等
へ
の
個
別
周
知
や
市
立
中

学
、
県
内
高
校
へ
の
周
知
を
行

い
、
十
月
十
八
日
か
ら
受
け
付

け
を
開
始
し
、
二
百
七
十
七
人

か
ら
申
請
を
受
け
た
。

質�

問
…
就
学
援
助
金
給
付
対
象
者

は
ど
の
よ
う
に
選
考
す
る
の

か
。
ま
た
、
い
つ
給
付
さ
れ
る

の
か
。

部�
長
…
家
族
の
前
年
度
所
得
額

が
、
生
活
保
護
の
基
準
と
な
る

年
間
世
帯
需
要
額
の
一
・
二
倍

以
内
で
あ
る
こ
と
と
し
て
い

る
。
遅
く
と
も
一
月
中
に
は
給

付
で
き
る
よ
う
準
備
を
進
め
て

い
く
。

質�

問
…
予
算
化
さ
れ
て
い
る
二
百

人
、
六
百
万
円
を
超
え
た
場
合

は
ど
の
よ
う
に
す
る
の
か
。

部�

長
…
対
象
者
全
員
に
給
付
で
き

る
よ
う
対
応
し
て
ま
い
り
た
い
。

質�

問
…
来
年
度
以
降
、
本
制
度
の

継
続
を
考
え
て
い
る
の
か
。
ま

た
来
年
度
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を

聞
き
た
い
。

部�

長
…
社
会
情
勢
が
好
転
し
て
い

る
と
は
言
え
ず
、
本
制
度
の
継

続
は
今
後
と
も
必
要
と
考
え
て

い
る
。
来
年
度
は
、
予
算
が
可

決
さ
れ
た
ら
、
速
や
か
に
広
報

を
行
い
、
四
月
か
ら
六
月
く
ら

い
の
間
に
申
請
を
受
け
付
け
、

七
月
後
半
に
は
給
付
で
き
る
よ

う
準
備
を
進
め
て
い
き
た
い
。

【
高
校
卒
業
後
の
就
学
支
援
】

質�

問
…
高
校
卒
業
後
の
就
学
支
援

策
で
あ
る
日
本
学
生
支
援
機

構
、
民
間
育
英
団
体
な
ど
の
奨

学
金
制
度
や
、
学
校
独
自
の
制

度
な
ど
の
支
援
策
に
つ
い
て
、

高
校
生
の
就
学
援
助
金
対
象
者

に
、
二
年
生
初
め
の
段
階
で
周

知
で
き
な
い
か
。

　

�　
ま
た
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
、
本

市
の
就
学
支
援
と
し
て
小
・
中・

高
生
支
援
も
リ
ン
ク
し
て
見
ら

れ
る
と
、
市
民
の
安
心
に
つ
な

が
る
と
考
え
る
が
い
か
が
か
。

部�

長
…
ご
提
案
の
内
容
は
工
夫

し
、
検
討
し
て
ま
い
り
た
い
。

【
青
少
年
全
体
の
就
学
支
援
】

質�

問
…
経
済
的
理
由
か
ら
就
学
を

あ
き
ら
め
、
高
校
を
中
途
退
学

し
た
生
徒
が
復
学
を
希
望
し
た

場
合
、
ど
ん
な
支
援
が
行
わ
れ

て
い
る
の
か
。

部�

長
…
神
奈
川
県
教
育
委
員
会
の

高
校
教
育
企
画
課
が
相
談
窓
口

に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
在
学

し
た
学
校
の
ほ
か
、
出
身
中
学

校
が
支
援
す
る
場
合
も
あ
る
。

質�

問
…
世
話
に
な
っ
た
中
学
の
教

師
に
相
談
す
る
と
い
う
例
を
何

度
か
聞
い
た
こ
と
が
あ
る
。
教

師
を
育
成
す
る
こ
と
が
最
高
の

就
学
支
援
に
な
る
と
考
え
る

が
、
教
育
長
の
見
解
を
聞
き
た

い
。

教�

育
長
…
教
師
と
い
う
の
は
子
供

た
ち
に
と
っ
て
最
大
の
教
育
環

境
で
あ
る
と
思
っ
て
い
る
。
頼

れ
る
教
師
の
育
成
を
目
指
し

て
、
教
育
委
員
会
と
し
て
も
努

力
を
惜
し
ま
ず
進
め
て
い
き
た

い
。

�

（
教
育
総
務
部
）

ご
み
行
政
に
つ
い
て

鎌倉市議会からのお知らせ
◆かまくら議会だより　音声版・点訳版のご案内
　�「かまくら議会だより」は、鎌倉朗読・録音奉仕会と鎌倉市点訳赤十字奉仕団のご協力により、
音声版（収録テープ）と点訳版を作成しています。ご希望の方は議会事務局 議事調査担当まで
お問い合わせください。

◆請願・陳情の出し方
　�市民の皆さんの意見・要望を、市議会を通して行政に反映させる制度として請願と陳情がありま
す。提出に当たっては、所定の様式があるため、事前に議会事務局議事調査担当までお問い合わ
せください。

請願と陳情の違い…�請願は１人以上の紹介議員の署
名が必要ですが、陳情は不要で
す。

提出の締め切り…�提出はいつでも可能ですが、定
例会初日の前日までに提出され
た場合はその定例会で審査、期
限を過ぎての提出の場合は次回
定例会での審査となります。

●問い合わせ先　鎌倉市議会事務局　議事調査担当　電話：0467-23-3000　内線2448　ＦＡＸ：0467-23-5825

鎌倉市議会事務局
議事調査担当

電　話：0467-23-3000　内線2448
ＦＡＸ：0467-23-5825
メール：�gikai02@city.kamakura.

kanagawa.jp

　議会は、地方自治法第99条の規定に基づき、地方公共団体の公益に関するこ
とについて、意見書を国会または関係行政庁に提出することができます。今定
例会では次の意見書を可決し、鎌倉市議会として関係機関に送付しました。

年
か
ら
十
五
年
ご
ろ
、
や
は
り

処
理
機
の
普
及
に
向
け
、
諸
施

策
を
行
っ
て
い
た
も
の
の
、
普

及
台
数
は
一
万
二
千
台
程
度
で

推
移
し
て
い
る
。
こ
れ
が
限
界

で
は
な
い
の
か
。

部�

長
…
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を

行
っ
た
が
、
そ
れ
で
も
今
回
、

生
ご
み
処
理
機
や
本
市
の
補
助

金
制
度
を
知
ら
な
い
方
が
い
る

と
い
う
結
果
が
明
ら
か
に
な
っ

た
こ
と
に
つ
い
て
は
、
反
省
せ

ざ
る
を
え
な
い
。

　

�　
今
後
の
取
り
組
み
と
し
て
、

近
年
進
歩
し
て
き
て
い
る
生
ご

み
処
理
機
に
実
際
に
触
れ
て
も

ら
う
機
会
を
増
や
す
と
と
も

に
、
市
内
販
売
店
と
連
携
し
た

普
及
を
行
う
な
ど
、
バ
ー
ジ
ョ

ン
ア
ッ
プ
し
た
形
で
の
取
り
組

み
を
計
画
し
て
い
る
。

�

（
環
境
部
）

就
学
支
援
に
つ
い
て

　文部科学省は、本年８月、成長の原動力としての未来への投資である「強い人材」の育
成を目指すためには、新学習指導要領の円滑な実施や教員が子供と向き合う時間の確保に
よる質の高い教育の実現が急務であるとして、少人数学級の実現などを掲げた新・公立義
務教育諸学校教職員定数改善計画（案）を発表した。
　この計画案は、40人学級を見直し、少人数学級の推進等を主な内容として、平成23年度
の実施対象を小学校第１・２学年とし、以後毎年対象学年を引き上げながら、平成26年度
からは中学校もあわせて実施し、平成28年度に中学校第３学年まで完了する計画であり、
さらに、平成29年度に小学校第１学年で、また平成30年度に第２学年で30人学級を実施さ
せることにあわせ、教職員配置の充実も図っていこうとするものである。
　本市では、国に先がけ35人学級を小学校第１・２学年で実施しており、教員が子供一人
ひとりに対してきめ細やかな、個に応じた指導を行うことにより、子供たちがみずから積
極的に学び、豊かな人間性をはぐくむ機会を確保している。これは、困難を抱える子供に
日々寄り添う保護者や学校関係者にとって大きな喜びであり、さらに多くの学級の現状を
改善し、子供一人ひとりが大切にされる教育を進めるために、この計画案が早急に実現さ
れることが望まれる。
　よって、国及び神奈川県におかれては、教育を強い人材を育成するための先行投資とと
らえ、昨今の厳しい財政状況においても、必要な財源を確保し、計画案にある30人学級を
早急に実現するよう強く要望するものである。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　　平成22年12月16日
� 鎌　　倉　　市　　議　　会

少人数学級の早期実現を求めることに関する意見書

　政府は、平成22年度に創設した子ども手当について、中学校卒業までの子供１人当たり
月１万３千円とし、当初予算案において給付総額２兆2,554億円としたが、その財源には、
暫定措置として地方負担約6,100億円を盛り込んだところである。
　現在政府は、本年４月に施行された平成22年度における子ども手当の支給に関する法律
に基づき、子ども手当受給者のうち、児童手当受給資格者分の児童手当相当額については、
児童手当法の費用負担を引き続き適用するものとの規定により、本年度の財源確保のため、
地方自治体及び事業主に、法に基づく費用負担を継続させている。
　これにより、本市における負担額は、本年度の子ども手当支給の総支給見込み額約26億
7,400万円のうち、約１億8,200万円となる見込みである。
　こうした中、地方６団体では本年８月に子ども手当の全額国費負担を求める声明を出し
たほか、本市においても、本年11月に2011年度予算関連要望の中で、子ども手当の全額国
費負担等について政府に要望しているところである。
　子育て支援においては、それぞれの地域の実情に応じた形で地方自治体の創意工夫によ
り地方が担っているが、子ども手当のような全国一律の現金給付については国が担当し、
全額を負担すべきである。
　よって、政府におかれては、地方自治体の実情を踏まえ、平成23年度の予算編成に当たっ
ては地方負担を廃止し、現政権が掲げた政策を守る努力をするとともに、全額国庫負担と
するよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　　平成22年12月16日
� 鎌　　倉　　市　　議　　会

子ども手当の財源の地方負担廃止を求めることに関する意見書


